
資料３－１ 

議題２：旧姓の通称使用の拡大の現状と課題 

〇「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年12月25日閣議決定） 

イ 家族に関する法制の整備等

① 現在、身分証明書として使われるパスポート、マイナンバーカード、

免許証、住民票、印鑑登録証明書なども旧姓併記が認められており、

旧姓の通称使用の運用は拡充されつつあるが、国・地方一体となった

行政のデジタル化・各府省間のシステムの統一的な運用などにより、

婚姻により改姓した人が不便さや不利益を感じることのないよう、

引き続き旧姓の通称使用の拡大やその周知に取り組む。 

② 婚姻後も仕事を続ける女性が大半となっていることなどを背景に、

婚姻前の氏を引き続き使えないことが婚姻後の生活の支障になって

いるとの声など国民の間に様々な意見がある。そのような状況も踏

まえた上で、家族形態の変化及び生活様式の多様化、国民意識の動向

等も考慮し、夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方に関し、戸籍制

度と一体となった夫婦同氏制度の歴史を踏まえ、また家族の一体感、

子供への影響や最善の利益を考える視点も十分に考慮し、国民各層

の意見や国会における議論の動向を注視しながら、司法の判断も踏

まえ、更なる検討を進める。 

※ 「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」においても、同一の決定をしている。
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旧姓の通称使用に関するこれまでの主な動き

時期 内容 

平成 13(2001)年３月 国の行政機関における職員の旧姓使用 

・職員から申出があった場合に、以下の文書等に旧姓の記載を行う。

（座席表、出勤／休暇簿、人事異動通知書、原稿執筆等）

平成 18(2006)年 10 月 国務大臣の任命等における旧姓を含む通称併記 

平成 29(2017)年９月 国の行政機関における職員の旧姓使用（拡大） 

・職員から申出があった場合、法令上または実務上特段の支障が生じ

るものを除き、旧姓の使用を認める。

平成 30（2018）年９月 国務大臣の旧姓使用（拡大） 

・対外的な法律上の行為への旧姓使用を認める。（政府代表等への任

命行為には引き続き戸籍名を使用）

※従前：政府代表等への任命行為及び対外的な法律上の行為は戸籍名。

それ以外の行為は通称の使用が可能。

平成 31(2019)年１月 看護師免許証の旧姓併記 

令和元(2019)年 11 月 住民票・マイナンバーカードの旧姓併記 

令和元(2019)年 12 月 運転免許証の旧姓併記 

令和２(2020)年３月 介護福祉士登録証の旧姓併記 

令和２(2020)年４月 保育士証の旧姓併記 

令和３(2021)年４月 旅券の旧姓併記の要件緩和 

※従前の要件：外国において、旧姓による論文の発表、職場、業務によ

る渡航等における旧姓使用の実績を証明する等

・「Former Surname」等の追記 

令和３(2021)年６月 「各種国家資格、免許等における旧姓使用の現状等に

ついて」を公表（内閣府男女共同参画局） 
※263 の資格で旧姓使用が可能

（令和４年４月から使用可能となるものを含む。）

令和３(2021)年９月 「各種国家資格、免許等における旧姓使用の現状等に

ついて」を９月 30 日現在で更新（内閣府男女共同参画局） 
※287 の資格で旧姓使用が可能
（本年 10 月、令和４年１月又は４月から使用可能となるものを含む。） 
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住民票・個人番号カードにおける旧氏記載のイメージ 
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                                  旅券・運転免許証における旧氏記載のイメージ 

旧姓の記載された日本旅券イメージ 旧姓の記載された運転免許証イメージ 

○交付済みの運転免許証に旧姓を標記する場合

○新しい運転免許証の交付を受ける場合
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